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新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括表

Ⅰ 総 額

区 分 令和８年度 令和７年度 伸び率

予算総額 １０，４９２，８３３千円 １０，３９０，３９１千円 １．０％

一般会計構成比 ０．４％ ０．５％ －

【一般会計】

－ ２ －



新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括表

－ ３ －

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策

１ 未来を見据えた社会基盤の創造

Ｐ ４   一部新規 埼玉版スーパー・シティプロジェクトの推進【エネルギー環境課】        ４０６，４４９

（単位 千円）

Ｐ ８ 一部新規 循環型社会づくり・サーキュラーエコノミー（循環経済）の推進         ７７９，８３９

【資源循環推進課、産業廃棄物指導課】 

Ｐ １１ 一部新規 カーボンニュートラル（脱炭素）の推進【エネルギー環境課、温暖化対策課】 ７８３，３７６

４ 地球環境に優しい社会づくり

Ｐ １４  一部新規 環境学習の推進【環境政策課】   ５１，８４２ 

２ 豊かな自然と共生する社会の実現

Ｐ  ５   一部新規 ネイチャーポジティブ（自然再興）の推進【みどり自然課】                  ５６０，３８８

３ 資源の有効利用と廃棄物の適正処理の推進

Ｐ １０   廃棄物の不法投棄対策の強化【産業廃棄物指導課、環境政策課】        ３２，２６０ 

Ｐ  ７  一部新規 恵み豊かな川との共生【水環境課】         １７２，４０７

５ 公害のない安全な地域環境の確保

Ｐ １５ 安全な大気環境・水環境や身近な生活環境の保全【大気環境課、水環境課】      ５４６，８２７



－ ４ －

超少子高齢社会を見据え、コンパクト、スマート、レジリエントの３つの要素を兼ね備えた持続可能なまちづくりを目指す市町村を支援する。

目 的

担当 エネルギー環境課 エネルギー企画担当 内線 ３１８６

１ 埼玉版スーパー・シティプロジェクトの推進  ４０６，４４９千円

（２）プロジェクトに取り組む市町村への財政支援   ３３９，０００千円
市町村が実施するまちづくりを着実に推進するための補助

＊令和７年度普通交付税不交付団体は1/3

①事業化検討補助 ②事業推進補助

補助率 １／２＊、補助上限額 ５００万円
まちづくりの取組の事業化に向けた調査・検討費用

補助率１／２＊、補助上限額 ５，０００万円
まちづくりに関するソフト・ハード事業

埼 玉 版 ス ー パ ー ・ シ テ ィ プ ロ ジ ェ ク ト の 推 進 【 予 算 額 】 ４ ０ ６ ， ４ ４ ９ 千 円

（１）市町村のまちづくり支援（一部新規） ６７，４４９千円
① 市町村と企業等とのマッチング強化に向けた支援

行政だけでは解決できないまちづくりの課題に対応するため、市町村と企業等のマッチングを強化
・市町村が抱える課題に対し、企業等が解決策を提案するガバメントピッチを実施
・まちづくり先行事例セミナーの開催
・市町村と企業等の交流会の開催

② ワンストップ総合窓口による市町村支援
市町村の取組の具体化に向けた支援
・地域まちづくり計画策定に向けたアウトリーチ型支援の実施

ビジネスピッチのイメージ

事業概要

➢ ビジネスピッチの実施【新規】
従来のガバメントピッチに加え、まちづくりに役立つ優れた技術やサービス
を企業等から市町村に提案する場を新たに創出し、伴走支援を実施

新規・拡充内容

一部新規



－ ５ －

事業概要

ネ イ チ ャ ー ポ ジ テ ィ ブ （ 自 然 再 興 ） の 推 進 【 予 算 額 】 ５ ６ ０ ， ３ ８ ８ 千 円  

埼玉県生物多様性保全戦略を踏まえ、県、市町村、企業、ＮＰＯ等の団体、県民など多様な主体が協働し、ネイチャーポジティブの実現に
向けて生物多様性の保全・回復に取り組む。 

目 的

担当 みどり自然課 ネイチャーポジティブ推進担当 内線 ３１４０
一部新規

１ 生物多様性保全体制の整備                                                                                     １，２２０千円

（３）企業のネイチャーポジティブの理解促進と取組の拡大 ２，５９０千円
埼玉県ＳＤＧｓ官民連携プラットフォームの「ネイチャーポジティブ推進分科会」を活用した、
企業向けセミナーの開催、企業と市町村や環境保全団体等との交流会の開催・マッチング等

２ ネイチャーポジティブの実現に向けた企業・市町村の取組の促進                              １１９，４０３千円

（１）埼玉県生物多様性保全体制の強化                                            １，２２０千円
埼玉県生物多様性保全戦略の周知・進捗確認、関係機関との連携強化

（４）ネイチャーポジティブの実現に向けた市町村の取組の促進（拡充） １１５，６５３千円
地域のニーズや課題等を踏まえて戦略的に取組を進める市町村への支援

（１）企業と市町村の連携による取組の拡大                                            ３４０千円
特定外来生物対策等の課題の解決に向け、市町村と企業が連携した取組を支援

市町村と企業の
マッチングの様子

企業による緑地保全

➢ 市町村への財政支援の強化（クビアカツヤカミキリ対策、アライグマ殺処分施設整備）【拡充】
新規・拡充内容

生きものが生息する緑地等の保全

危険鳥獣への対策（イノシシ、クマ等）

特定外来生物の捕獲（クビアカツヤカミキリ）

外来植物の駆除（ナガエツルノゲイトウ等）

市町村の課題（例） 企業

支援・提供

県 人材

技術 資金

マッチング

（２）官民連携ネイチャーポジティブ実践モデルの構築 ８２０千円
企業が主体となって希少種等の生息環境の保全・管理を行う官民連携モデルの構築



－ ６ －

（３）みどりの担い手の育成と支援       １９，８２１千円
花壇整備や植栽、生物多様性の保全等を行う団体への支援

（２）身近な緑の取得・保全、緑化の促進        １０７，２９０千円
市町村等と協働した緑地の公有地化、「ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例」に基づく

「緑化計画届出制度」の適正な運用

３ 身近な緑の保全と創出                                                                         １７３，１４３千円

（１）緑のトラスト運動の推進          ４６，０３２千円
 「緑のトラスト保全地」など、県内の優れた自然や貴重な歴史的環境を県民共有の財産として保全

４ 希少野生動植物の保全                                                                           ４２，２９０千円

（１）希少な動植物の保全                                             ４２，２９０千円
  レッドデータブックの改訂検討、県の魚ムサシトミヨや県民の鳥シラコバト等の保護増殖

（１）野生鳥獣の管理 （一部新規、拡充）                            １４４，０６７千円
・ニホンジカ、イノシシの生息状況調査の実施
・高標高地域等におけるニホンジカの捕獲
・ツキノワグマ出没傾向を測る堅果類豊凶調査の実施
・狩猟免許試験受験者向け事前講習会や初級者研修会による狩猟・捕獲の担い手確保

（１）特定外来生物の防除                                             ８０，２６５千円
アライグマ等の特定外来生物による被害拡大防止のための防除対策 

５ 外来生物対策                                                                                        ８０，２６５千円

６ 野生鳥獣の適正な管理                                                                        １４４，０６７千円

緑化計画届出制度により
創出された緑

渡良瀬遊水地周辺に
出没したイノシシ

県民の鳥「シラコバト」

撮影者：小峯 昇氏

➢ 渡良瀬遊水地周辺のイノシシ対策【新規】
ドローンを活用した生息状況の調査、箱わな等機材の調達

➢ 長瀞射撃場の将来需要・施設改修効果等に関する調査【新規】
➢ 獣害対策の担い手育成【新規・拡充】
ペーパーハンター向け狩猟体験・学習の実施【新規】、初級者研修会（わな）の実施【拡充】

新規・拡充内容



（１）「ＳＡＩＴＡＭＡリバーサポーターズプロジェクト」の推進   １３，２０３千円
・ポータルサイトやＳＮＳによるイベント情報等の発信

・川の保全・共生に取り組む企業と団体等とのマッチング・優れた活動の表彰

・企業サポーター・川の国応援団による川での生物多様性の保全活動への支援

－ ７ －

川の保全活動等への県民・企業の参画促進や川の国応援団への支援を通じて、川の保全・共生に向けた取組の拡大を図るととも
に、合併処理浄化槽への転換促進と適切な維持管理の促進により、河川の水質改善に取り組む。

目 的

担当 水環境課 浄化槽・豊かな川づくり担当 内線 ３０８２、３０８７

事業概要

１ 川との共生・保全の取組の推進 １８，４２２千円

一部新規

恵 み 豊 か な 川 と の 共 生 【 予 算 額 】 １ ７ ２ ， ４ ０ ７ 千 円

（２）「川の国応援団」の活動支援と交流促進   ５，２１９千円
川での活動に必要な資材の提供や貸出、団体相互の活動成果の共有を図る「川の再生交流会」の開催

企業と団体のマッチング リバサポ・クエスト リバサポ・アワード
（優れた活動を表彰）

生きもの調査

（１）合併処理浄化槽への転換に対する補助（一部新規）    １１５，２６４千円
・公共浄化槽（市町村が設置・管理）を整備する市町村への補助（補助額 ５０万円／基）

・転換働きかけに積極的に取り組む市町村への補助（補助額 ２０万円～５０万円／基）

２ 合併処理浄化槽への転換支援と浄化槽の維持管理の適正化                   １５３，９８５千円

（２）浄化槽の適切な維持管理の促進（一部新規、拡充）                  ３８，７２１千円
維持管理（保守点検、清掃、法定検査）が適切に行われるよう、浄化槽管理者に対して戸別通知等による周知を実施

➢ 公共浄化槽導入促進のための市町村等向け勉強会・研修会の実施【新規】
新規・拡充内容

➢ 浄化槽管理者向けの動画作成【新規】、浄化槽法定検査に係る受検勧奨・案内体制の強化【拡充】
新規・拡充内容



－ ８ －

循環型社会づくり ・サーキュラーエコノミー（循環経済）の推進  【予算額】７７９，８３９千円

廃棄物の再資源化やサーキュラーエコノミ―型製品等の利用を促すこと等により、資源の循環利用と県内産業の成長を促進し、
持続可能な循環型社会を構築する。

目 的

担当 資源循環推進課  サーキュラーエコノミー担当 内線 ３１０７
 企画調整・一般廃棄物担当 内線 ４２０６

   資源循環工場・循環型社会推進担当 内線 ３１０３
産業廃棄物指導課 監視・指導・撤去担当 内線 ３１３６

事業概要

（１）高度な再資源化設備を導入する廃棄物処理業者に対する補助      １０１，１７５千円

高度な再資源化設備を導入する廃棄物処理業者を支援

（補助内容） 補助率 ２／３（中小企業）  １／２（大企業）、補助上限額 ２，０００万円

１ サーキュラーエコノミー型ビジネス等の推進                                                          １１４，９０４千円

（３）県民・事業者と一体となった取組の促進              １１，１２０千円

・サーキュラーエコノミー推進分科会において情報発信や交流の場を提供

・企業や市町村と連携した食品ロス削減や、再資源化を通じた食品廃棄物対策の推進、県民向けイベントの実施

➢ 彩の国リサイクル製品の認定品目拡大、展示会出展等による建設業界等への働き掛け【拡充】

一部新規

（２）サーキュラーエコノミー型製品への理解促進（拡充）                 ２，６０９千円

・循環資源を利用し、安全性や品質など一定の基準を満たす「彩の国リサイクル製品」の普及・拡大

・公共事業等における活用を促進するため、建設業界や市町村を対象としたＰＲを実施

新規・拡充内容

事業者と連携した県民向けイベントサーキュラーエコノミ推進分科会での
事業者交流会



－ ９ －

（１）資源循環農場・公園の整備  ６４０，７５６千円
     環境整備センター埋立跡地における資源循環農場・公園の整備等

３ 環境整備センター埋立跡地を活用した資源循環農場・公園の整備   ６４０，７５６千円

（整備予定地）

２ 回収・再資源化体制の構築                        ２４，１７９千円

（整備スケジュール）

令和７年度 令和８年度 令和９年度

資源循環農場・公園整備工事 供用開始

［事業規模] 約３．６ ha
［総事業費] ９２３，６３２千円（令和７～９年度継続費）

（１）リチウムイオン電池の広域回収・再資源化体制の構築（一部新規）         １７，５３５千円
レアメタル等の再資源化を促進し、火災リスクの低減を図るため、
リチウムイオン電池等の広域回収・再資源化体制の構築を支援

➢ リチウムイオン電池の分別回収マニュアルの展開・定着支援【新規】
令和７年度に作成したマニュアルの説明会の開催、マニュアル定着に向けた
協議・意見交換や回収・選別・保管等の個別支援

新規・拡充内容

（２）使用済み太陽光パネルの再資源化促進（新規）                              ６，６４４千円
   使用済み太陽光パネルの排出量（将来予測）を把握し、再資源化を促進

➢ 使用済み太陽光パネルの排出実態・将来排出量調査【新規】
使用済み太陽光パネルの処理方法や費用等の実態を調査するとともに、
排出量の将来予測調査を実施

新規・拡充内容

広域回収・再資源化体制

リサイクル

業者

回収

住宅の屋根に設置された
太陽光パネル



廃棄物の不適正処理現場等への立入検査・監視におけるＤＸの推進等により、不法投棄の防止及び適正処理を図る。

－ １０ －

廃 棄 物 の 不 法 投 棄 対 策 の 強 化 【 予 算 額 】 ３ ２ ， ２ ６ ０ 千 円

目 的

担当  産業廃棄物指導課 総務・ＰＣＢ指導担当 内線 ３１４８
 監視・指導・撤去担当 内線 ３１３５

環境政策課  企画調整・環境影響評価担当 内線 ３０４１

（４）遠隔臨場技術活用による危機管理対応・立入検査のＤＸ推進 ３，３２８千円
立入検査現場等への遠隔臨場技術の導入

（１）不適正処理の未然防止 ６，１７１千円
・不適正処理現場等への立入指導及び特定再生資源屋外保管業者の監視・指導
・ＰＣＢ廃棄物の適正処理の推進  

事業概要

１ 廃棄物の不法投棄防止・環境保全対策               ３２，２６０千円

立入検査現場等での
ウェアラブルカメラ導入

（２）早期発見・早期対応 ８，４７５千円
・警備会社への委託による土、日、祝日の夜間パトロール及び市町村職員への立入検査権の付与
・不法投棄通報アプリ及び不法投棄１１０番の運営

（３）監視指導体制の充実・環境保全対策 １４，２８６千円
・監視指導能力向上のための専門研修の実施及び警察本部との情報交換・連携協力
・撤去及び環境保全の実施

廃棄物の不適正処理現場 特定再生資源の屋外保管現場 不法投棄通報アプリ



（１）家庭･企業等の省エネ・再エネ活用設備の導入に対する補助 ４６９，１４９千円

－ １１ －

家庭や中小企業等における省エネ・再エネ活用設備の導入支援、県有施設への太陽光発電設備等の導入等により、カーボン
ニュートラルの推進及びエネルギーレジリエンスの強化を図る。

目 的

担当 エネルギー環境課 住宅等省エネルギー推進担当 内線 ３１８５
 創エネルギー推進担当         内線 ３０４７

温暖化対策課  計画制度・排出量取引担当 内線 ３０２１、３０３４
実行計画担当 内線 ３０３７
 総務・エコライフ推進担当 内線 ３０３５

事業概要

１ 家庭や企業等、県有施設への再エネ活用設備等の導入、エネルギーレジリエンスの強化 ５７６，１１５千円

一部新規

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル （ 脱 炭 素 ） の 推 進  【 予 算 額 】 ７ ８ ３ ， ３ ７ ６ 千 円

（２）県有施設への太陽光発電設備等の導入推進                  ７２，１６６千円
電力購入契約（ＰＰＡ）により県有施設に太陽光発電設備等を導入し、脱炭素化を推進するとともに、

 非常時のエネルギーレジリエンスを強化

（３）安全・安心な太陽光発電施設の設置促進                ４，８００千円
大規模太陽光発電施設の実態調査の実施、事業者への指導力向上のための市町村職員講習会の実施

家庭向け 企業等向け

対象設備

補助額

・ 太陽光パネル： ７万円/kW（上限３５万円）
・ 太陽熱利用システム： 補助率２/３（上限２０万円）
・ 蓄電池：１０万円/件
・ エネファーム：５万円/件

・ 太陽光パネル：５万円/kW＋蓄電池：補助率１/３（上限１，５００万円）
・ その他再エネ活用設備：補助率２/３（上限１，５００万円）
・ コージェネレーションシステム：補助率１/２（上限２，５００万円）
・ 自立運転切替装置等：補助率２/３（上限５０万円）

（４）エネルギーの地産地消モデルの構築検討（新規）            ３０，０００千円

新規・拡充内容

➢ 「彩の国資源循環工場」において、マイクログリッド等導入による
  地産エネルギー活用モデルの調査【新規】

モデルイメージ



－ １２ －

２ ＣＯ２排出削減に取り組む中小企業等への支援             １７２，１９９千円

（１）スマート設備の導入に対する補助 １５８，１７２千円

スマートなエネルギー利用に資する高効率設備等を導入する中小企業等に対する補助

（補助額）
・高効率設備への更新 ：補助率１／３、補助上限額３００万円

・再エネ＋蓄電池の導入：補助率１／３、補助上限額５００万円

・ＥＭＳ新規導入と高効率設備又は再エネ＋蓄電池の導入：補助率１／２、補助上限額１，０００万円 

（２）脱炭素経営の促進  １４，０２７千円

埼玉県カーボンニュートラル推進分科会、省エネ診断等を通じた中小企業等の脱炭素経営の支援

・セミナーや交流会を通じた最新動向・優良事例の共有、環境投資の促進、機運醸成等

・省エネ診断の実施、カーボンニュートラルに向けた助言等

（１）エコライフキャンペーンなど温暖化防止に関する普及啓発の実施      ３，８１３千円

環境に配慮した生活を体験するエコライフＤＡＹ＆ＷＥＥＫ等の啓発実施

 

３ カーボンニュートラルに向けたライフスタイルへの転換促進           １３，６５８千円

（４）地球温暖化防止活動推進員の活動促進 ２，２１２千円

地域における温暖化防止活動の中核としてボランティアで活動する推進員の新規加入を促進する

とともに、推進員の知識・能力の向上に資する研修を実施 推進員研修

➢ 専門家の監修による啓発動画等の作成と市町村等のホームページやイベントでの活用促進【新規】

新規・拡充内容

（２）専門家や市町村等と連携した啓発の強化（新規）      ３，２９７千円

（３）ホームページ等による啓発  ４，３３６千円

温暖化対策に関する情報発信を目的としたホームページの運営やＳＮＳを活用した啓発の実施

高効率ボイラー

太陽光発電
＋蓄電池

高効率空調

ＥＭＳ
「見える化」
監視・制御

スマートなエネルギー利用



４ 市町村の地球温暖化対策の支援と適応策の情報発信                                                          １５，８５０千円  

暑さ指数情報発信画面でリアルタイムの暑さ指数を提供

（２）気候変動データの収集・分析、地域気候変動適応センターの運営（一部新規）        １１，３１１千円

温度実態等のデータ収集・分析、サイエンスカフェ等を通じた適応策の情報発信

（３）省エネ型家電製品の普及促進、広域連携による普及啓発            ３，３０７千円

・省エネルギー性能の高い家電製品等の普及促進のため、販売員向け講習会の開催

・九都県市での連携による普及啓発等の実施

（１）市町村の地球温暖化対策の支援               １，２３２千円

国、県、企業、専門家等で構成するカーボンニュートラルＳＡＩＴＡＭＡネットワークを通じた

市町村の地球温暖化対策の支援

➢ IoT暑さ指数計を活用した情報発信システムの構築・運用【新規】
新規・拡充内容

（１）目標設定型排出量取引制度の円滑な運営             ５，５５４千円

対象者への排出量の算定・検証・取引の指導等による制度の適切な運用

５ 目標設定型排出量取引制度の推進                         ５，５５４千円

－ １３ －

IoT暑さ指数計（県内30か所）



－ １４ －

環 境 学 習 の 推 進  【 予 算 額 】 ５ １ ， ８ ４ ２ 千 円

地球規模の環境問題を自分事として捉え、持続可能な社会づくりに積極的に参画できる人材を育成する。

目 的

担当 環境政策課 企画調整・環境影響評価担当 内線 ３０１９

事業概要

２ 環境学習の担い手の確保・活用              ７６２千円

（１）人材登録制度による環境学習の支援                                      ３３２千円
環境アドバイザー制度による地域での環境保全活動や環境学習等の支援

３ 地域の環境保全活動の促進                                                                        ６，３６６千円

（１）地域の環境保全活動への支援           ６，０００千円
こどもエコクラブが行うビオトープの管理や動植物調査等の活動への支援

環境アドバイザーによる
体験型環境学習

（２）彩の国埼玉環境大賞の実施             ３６６千円
県民・事業者の優れた環境保全の取組を表彰

（２）環境学習応援隊派遣等による環境学習の支援           ４３０千円
環境学習応援隊の企業・団体による出前授業の実施や施設見学の受入 

環境学習応援隊による
出前授業

（１）展示館「彩かんかん」の運営等（一部新規）          ４３，３８７千円
研究機関と連携し、誰もが気軽に楽しく環境学習ができる体験型の展示館を運営

（２）講座等の開催                 ８１５千円
生態園体験教室や県民実験教室などの体験型のイベント等を開催

（３）「彩の国環境大学」の開講         ５１２千円
地域の環境保全や環境学習活動を行うリーダーを育成する彩の国環境大学を開講

１ 環境科学国際センターにおける環境学習                                                   ４４，７１４千円

一部新規

➢ 多様な動植物が生息する「生態園」の魅力を発信するＰＲ動画の制作【新規】

新規・拡充内容

ビオトープの手法により
整備された「生態園」



（２）ダイオキシン類等の定期調査                         ３１，７２９千円
  ベンゼン、ダイオキシン類等の大気汚染状況を定期的に調査

（１）河川・湖沼の常時監視 ８０，１３５千円
有害物質及び生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）等を常時監視

大気汚染防止法及び水質汚濁防止法等に基づき、県内の大気環境・水環境の現状を監視するとともに、規制基準の遵守・徹底
により、県民の生活環境の保全を図り、健康被害を未然に防止する。

－ １５ －

目 的

担当 大気環境課 企画・監視担当 内線 ３０５３
                 規制・化学物質担当 内線 ３０５８

水環境課  水環境担当 内線 ３０８６

事業概要

１ 大気環境の常時監視                                           ３５０，８６３千円  

安全 な大気環境 ・ 水 環境や身近 な生活環境の保全   【 予 算 額 】 ５ ４ ６ ， ８ ２ ７ 千 円

（２）地下水の常時監視（拡充） ２４，０３５千円
有害物質に係る地下水質汚濁状況を常時監視

２ 水環境の常時監視                                             １０４，１７０千円

３ 工場・事業場に対する規制基準遵守の確認                         ９１，７９４千円

（１）大気関係の規制                                               ３３，１６９千円
大気汚染防止法等に基づく排出事業者に対する行政測定等

（２）水質関係の規制 ５８，６２５千円
水質汚濁防止法等に基づく排出事業者に対する行政測定等

河川の水質監視（横瀬川）

（１）微小粒子状物質（ＰＭ２．５）等の常時監視                    ３１９，１３４千円
・大気環境自動測定局で微小粒子状物質（ＰＭ２．５）等の大気汚染状況を常時監視
・県ホームページでの測定データのリアルタイム表示

大気環境自動測定局

➢ 有機フッ素化合物（PFOS・PFOA)の監視地点数の拡大【拡充】

新規・拡充内容

行政測定の様子（大気関係）
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